
（別府教育事務所） Ｎｏ，１

目標 行動計画 Ｈ２８達成指標

学力向上アクションプラン

１　小学校・中学校ともに、すべての教
科・項目において、全国平均以上の学
力を保障する。

２　授業改善５点セットの検証・改善サ
イクルを確立する。

①　授業改善に関する行動計画
ア　学校全体で取り組む授業改善に向けて
　○授業改善５点セットの取組推進（Ｈ２７～継続）　　・全学校において、授業改善５点セットの取組を校内研究の中心に位置づけて推進する。　　・児童生徒の課題解決に向けた「授業改善テーマ」を設定し、取組内容を日常的に実施する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・取組指標・検証指標を学期ごとに評価し、次学期に向けて検証・改善を図る。
　○全学校自主公開研究発表会の実施（Ｈ２５～継続）　　・２年間ないし３年間の継続した校内研究（授業改善）に取り組み、その成果を他校に発信する。　　・他校の自主公開研究発表会に参加し、すぐれた実践を参考にし、自校の取組に生かす。
　○児童生徒による授業アンケートの実施と活用（Ｈ２７～継続）　　・全学校において、各教員が前年度の課題として残ったアンケート項目（個人内で肯定的回答が低い項目）について、前年度を上回る結果となるよう授業の改善を図る。
　○学力向上支援教員・指導教諭による活用型授業の普及（Ｈ２１～継続）　　・国語、算数・数学、理科、英語において、思考力・判断力・表現力等を育成する授業実践を行い、他の教員に対して、授業を公開したり、実践発表を行ったりする。
　○管理職による授業改善の推進（Ｈ２５～継続）　　・管理職が日常的に授業観察を行い、学校独自の授業観察シートをもとにして教員を指導する。
イ　習熟の程度に応じた指導の充実に向けて（補充指導の充実を含む）
　○ユニバーサルデザインの授業づくり《基礎的環境整備の工夫》（Ｈ２５～継続）　　・習熟ができにくい児童生徒が楽しく「わかる」・「できる」ことをめざし、焦点化・視覚化・共有化等の工夫を行う。
　○合理的配慮の提供（Ｈ２５～継続）　　・ユニバーサルデザインの授業を実施しても習熟ができにく児童生徒に対しては、一人一人に応じた個別の支援を行う。
　○発展的な問題等への挑戦（Ｈ２５～継続）　　・習熟が進んでいる児童生徒については、他の児童生徒へ説明させたり、類似問題を作成させたり、発展的な問題に挑戦させたりする機会を作る。
　○補充学習の充実（Ｈ２５～継続）　　・朝の帯時間や放課後等を活用して、一人一人に応じた内容のプリント学習を実施する。
　○習熟度別指導推進教員による習熟度別指導の推進（Ｈ２５～継続）　　・算数・数学、英語において、習熟度別指導を実践し、公開授業や実践発表を通して習熟度別指導のあり方を提起する。
ウ　司書教諭等を核とした学校図書館を活用した指導体制の確立に向けて
　○公開授業の実施　　・国語科学力向上支援教員による学校司書と連携した授業実践を公開し普及を図る。
エ　市町村の教科部会を活用した授業改善に向けて（特に中学校）
　○授業研究会の実施　　・くにさき地区教育研究会の各教科部会において、授業研究会を実施し教科指導力の向上を図る。
　○教科研修協議会の実施【Ｈ２８新規】　　・くにさき地区教育研究協議会の各教科部会とは別に、教科担当者ごとに集う教科研修協議会を年間４回以上実施し、教科の専門性をより高め、思考力・判断力・表現力等を伸ばす授業づくり等について協議し、実践的指導力を高める。
②　学びに向かう学校づくりに関する行動計画（幼保小の連携、小中の連携を含む）
ア　学びに向かう学校づくり中核校による実践発表の実施
　　・国東中学校において、指導教諭が研究主任・生徒指導主事・地域不登校防止推進教員と連携して、生徒の主体性を重視した授業・生徒会活動・学校行事等を推進していく。また、取組を他校に広めるために実践発表を行う。
③　保護者・地域と連携した学力向上の取組に関する行動計画
ア　放課後や土曜日の教育環境の充実
　・水曜日（毎週）と土曜日（月１回）に、地域指導者のもと、一人ひとりに応じた補充学習を実施する。
　　小学校：水曜日（15：00～16：30）、土曜日（月１回9：00～11：30）全小学校にて実施　対象：３年以上　　　中学校：水曜日（15：00～16：30）、土曜日（月１回9：00～11：30）全中学校にて実施　対象：３年等
④　その他
ア　国東市世界農業遺産中学生サミットの開催
　　・ふるさと国東のすばらしさを探求的な学習を通して学び取るとともに、学んだことを発信する機会をつくり、思考力・判断力・表現力を高める機会とする。

１　全国学力・学習状況調査・大
分県学力定着状況調査におい
て、小学校・中学校ともに全教科
（知識・活用それぞれ）全国平均
を上回る。

２　全国学力・学習状況調査・大
分県学力定着状況調査におい
て、全教科（知識・活用それぞ
れ）全国平均を上回る学校の割
合を以下のとおりとする。

小学校：６／１１
【Ｈ２７全国調査２／１１
　　　　　県調査４／１１】
中学校：２／４
【Ｈ２７全国調査１／４
　　　　　県調査０／４】

目標 行動計画 Ｈ２８達成指標
ア　児童・生徒の体力向上に係る目標
　１）体力総合評価の割合評価Ｃ以上の割合を小学生男女、中
学生男子80%以上、中学校女子95%以上にする。
　２）体力・運動能力調査において、全国平均以上である調査
項目の割合を76.4％以上を保つ。（Ｈ27：76.4％)
　３）運動好きな児童生徒の割合を65％以上にする。（Ｈ27：
59％）
　４）運動・スポーツをしない児童生徒の割合を5％以下にする
（Ｈ27：6％）と同時に、運動・スポーツをほとんど毎日（週3日以
上）する児童生徒の割合を80％以上にする。（Ｈ27：75％）
イ　体力向上に関して抱える組織的な課題を解決するための目
標
　１）児童生徒がどの学校どの学級に所属していても、体力をつ
けることができるようにするため、体力の学校間格差を小学校
は40ポイント、中学校は15ポイント以内にする。
　２）中学校において、管理職・体育教師が中心となり、組織的
に体力向上に取り組み、一校一実践を充実し、基礎体力づくり
トレーニングを含め実施率を小学校・中学校ともに100％にす
る。
　３）学校が家庭や地域と連携しながら、体力づくりの取組を進
めていき、縄跳びタイムを含めた家庭での運動の実施率を80％
にする。
　４）小学校において、一校一実践・基礎体力づくりトレーニング
において、50ｍ走・立幅跳びの記録の向上につながる運動を取
り入れ、両項目を全国平均まで高める。

ア　児童・生徒の体力向上に係る市町村教育委員会や学校における行動
≪市教委≫
　　１）各学校への体力向上プランの作成依頼及び必要に応じて内容を協議する。
　　２)運動量を確保しつつ、話し合い活動や助け合い活動を取り入れた授業実践を体育専科教員、中学校体力向上推進校での授業実践を通じて市内に提案する。
　　３）学期ごとの体力向上アクションプランの取組状況の報告を各学校に求める。
　　４）家庭や地域における運動習慣の企画立案を行う。
　　　・全児童生徒の家庭において、縄跳びタイムをはじめとする家庭での運動時間を設定・実施する。　・毎週１回、縄跳びタイム（１０分間）をはじめとする親子（保護者と子ども）での運動時間を設定・実施する。
　　　・一年間継続して実施した児童を表彰する。　・市民健康課が提案する「健康チャレンジ」と連携した取組を提案する。　・健康チャレンジへの参加を呼び掛ける啓発チラシおよび市報へ記事を掲載する。
　　５）部活動指導者講習会を実施する。
≪学校≫
　　１)今年度の評価を行った上で、児童生徒の実態に応じた内容で、通年にわたる（週３日以上）休み時間等を活用した体力向上に向けた取組（一校一実践）が主体的な活動になるよう、工夫・改善する。
　　２)運動量を確保しつつ、話し合い活動や助け合い活動を取り入れた授業実践を行う。
　　３)今年度の評価を行った上で、すべての体育の授業の導入部分で、各学校の児童生徒の実態に応じた内容の基礎体力づくりトレーニング時間の改善・実施を行う。
　　４）家庭や地域における運動習慣確立を推進する。
　　　・全小学生の家庭において、縄跳びタイムをはじめとする家庭での運動習慣確立を推進する。　・毎週１回、縄跳びタイムをはじめとする親子（保護者と子ども）での運動時間確立を推進する。　・全市的に保護者が送り迎えをしない自力登下校を促進する。
　　　・協育ネットワークによる体育の授業を推進する。　・部活動における外部指導者の積極的に活用する。　・総合型地域スポーツクラブ・地域のスポーツイベント等への積極的な参加を促進する。
　　５）すべての部活動において、生徒の実態に応じた週3日以上の基礎体力づくりトレーニングを実施する。
　　６）週運動実施時間６０分未満の児童生徒を把握し、学級担任や養護教諭と連携のうえ、保護者及び児童生徒に対し、学校若しくは、家庭においての健康づくりのための具体的な提案を行う。
イ　体力向上に関して抱える組織的な課題を解決するための市町村教育委員会や学校における行動
《市教委》
　　1）全小・中学校の体育授業力の向上を図るため、小学校２校に体育専科教員を配置し、配置校及び訪問校における取組の推進及び授業公開（各小・中学校から１名以上の参加）・実践発表を実施する。
　　2）中学校体力向上推進校を指定し、取組の推進及び授業公開（年1回開催、各小・中学校から1名以上の参加）・実践発表を実施する。
　　3）全小・中学校の体育授業力の向上や充実した体力向上に向けた取組、さらには系統的な指導に資するため、市全体の体力に係る実態についての説明・優良事例の紹介等の内容による年間２回（５月・２月）の体育主任会議を実施する。
《学校》
　　1）体力向上に向けた取組の充実を図るための体育環境の工夫・改善を行う。
　　2）一校一実践・基礎体力づくりトレーニング等について、体育主任が各学校の体力・運動能力調査結果等による児童生徒の実態に即した内容で企画・立案し、校内の体育保健組織や運営委員会において審議し決定した後、全教職員により実施する。
　　3)部活動における体力づくりトレーニングについて、体育主任が各学校の体力・運動能力調査結果等による生徒の実態を分析し、それを受けて各部活動担当が所属生徒の実態に即した内容で実施する等学校全体で取り組む。

○体力総合評価の割合
　　小学校男子・小学校女子・中学校男子
　　　　Ｃ以上の割合80％以上　　Ｄ以下の割合20％未満
　　中学校女子
　　　　Ｃ以上の割合95％以上　　Ｄ以下の割合5％未満

○体力・運動能力調査において全国平均以上である調査
項目の割合
　　　　全体　76.4％
　　　　小学校男子　81.25％　　小学校女子　81.25％
　　　　中学校男子　50.00％　　中学校女子　70.00％

○運動好きな児童生徒の割合
　　　　全体　65％
　　　　小学校男子　75%　　小学校女子　60%
　　　　中学校男子　65%　　中学校女子　50%

○運動・スポーツをほとんどしない児童生徒の割合
　　　　全体　5％
　　　　小学校男子　5%　　小学校女子　7%
　　　　中学校男子　3%　　中学校女子　5%

○運動スポーツを毎日（週３日以上）する児童生徒の割合
　　　　全体　80％
　　　　小学校男子　80%　　小学校女子　70%
　　　　中学校男子　90%　　中学校女子　85%

○体力の学校間格差を小学校は40ポイント、中学校は15
ポイント以内にする

目標
（不登校生徒数・出現率）
　○全中学校
　　　在籍者数　　　　６３６名
　　　不登校生徒数　　　６名
　　　出現率　　　　０．９４％

　○全小学校
　　　在籍者数　　　　１，１７４名
　　　不登校児童数　　　　　１名
　　　出現率　　　　　　０．０８％

取組及び地域不登校防止推進教員の活用計画

国
東
市

平成２８年度市町村教育委員会アクションプラン・計画等概要

体力向上アクションプラン

不登校対策アクションプラン

市町村名 プラン・計画等

教育委員会及び学校の取組
＜計画・組織＞
　○中学１年生の適応促進に向けた組織的な取組　・小中連携会議を活性化する　・小中連携会議を活用してアプローチプログラムを作成し、スタートプログラムを実践する　　○不登校対策計画の改善と推進　　○組織的な生徒指導を行うための生徒指導体制の見直し
　○発達障がいの理解と対応に係る研修の実施と案内　　○幼保小中通した福祉・保健機関との連携（５歳児相談・５歳児相談に係る講演会・就学前連絡会）
＜未然防止＞
　○Ｑ－Ｕ検査の実施と活用（市内全中学校、一部小学校）　　○地域不登校対策推進教員拠点校におけるスタートプログラムの実践、小学校におけるアプローチプログラムの作成　　○中学校におけるスタートプログラムの実践　　○居場所づくり・絆づくりを中心とした生徒指導の推進
　○わかる授業の推進　・授業改善を行う（授業のユニバーサルデザイン・学び合い・習熟の程度に応じた指導）・補充学習を充実させる（夏期、冬期の組織的な補充学習の実施）・国東市学び塾・学びの教室を活用する
　○生徒指導主事・生活指導主任会の充実（年２回：従前１回）　　○Ｑ－Ｕ担当者研修会の実施（５月）　　○集団づくり研修会の実施（８月）　　○スクールカウンセラー連絡会議（５・８月：従前１回）
＜初期対応＞
　○市内全学校の欠席把握と早期支援対応の取組強化　　○市教委、スクールカウンセラー、適応指導教室、福祉課との早期の連携　　○「あったかハート１・２・３」の徹底
＜学校復帰支援＞
　○福祉機関、適応指導教室との連携強化　　○スクールカウンセラーを活用した校内支援体制の充実
地域不登校防止推進教員の活用計画
(拠点校での活用内容）
＜計画・組織＞
　○不登校対策プランの改善と校内不登校対策委員会を中心とした組織的対応を推進する。　　○生徒指導主事と連携して組織的な生徒指導を推進する。
＜未然防止＞
　○スタートプログラムを実践する。　　・入学時オリエンテーションを充実させる。　・学力保障を行う。（全員が「わかる」「できる」授業づくり）　・補充学習を充実させる。（夏期、冬期の組織的な補充学習の実施）　・国東市学び塾の活用　・定期的な個人面談を実施する。　・自己存在感が与えられ、共感的な人間関係が育ち、自己決定の場や機会が設けられる魅力的な学校行事を工夫する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・生徒会、学年生徒会、学級役員による自治的な生徒会活動と行事を実践する。
　○校区内小学校と連携してアプローチプログラムを策定する。　　○Ｑ－Ｕ検査の実施と結果をもとにした取組を企画・推進する。　　○若手教員の学級経営の指導援助を行う。　　○研修会を設定する。（ケース会議、発達障がい、スタートプログラム）
　○授業改善を推進する。(ユニバーサルデザインの授業、生徒指導の三機能を意識した授業、学び合い学習、習熟の程度に応じた指導)　　○小中交流事業の企画・調整・運営を行う。　　○小学校授業参観ならびに、情報共有会議を実施する。
　○小学６年生体験入学を実施する。（入学説明会・体験授業・体験部活動）　　○校区内小学校の校内研修会での指導助言を行う。　　○スタートプログラムの説明とアプローチプログラム作成の支援を行う。　　○スタートプログラムの検証改善を行う。
＜初期対応＞
　○あったかハート１・２・３の取組を徹底する。　　○校内ケース会議を実施する。　　○他校のケース会議を支援する。　　○保護者とスクールカウンセラーとの面談のコーディネイトを行う。
＜学校復帰支援＞
　○スクールカウンセラーとの家庭訪問を行う。　　○相談室登校に対する組織的対応の検討と推進を行う。　　○適応指導教室スタッフ会議、要対協実務者会議へ出席し、意見交換する。
（教育委員会での活用内容）
　◇学校での不登校初期対応システムを構築する。　　・「あったかハート１・２・３」を徹底する。　・各学校の欠席データの分析と支援方法の検討を行う。
　◇小中連携によるスタートプログラムの作成を援助する。　　・中学校と校区内小学校の接続支援を行う。　・小中連携会議のコーディネイトを行う。
　◇各学校（校内対策委員会）への指導支援を行う。　　・必要に応じて中学校のスクールカウンセラーとともに、校区内の小学校を訪問する。　・市教委とスクールカウンセラーを訪問する。（学期に１回）　・各学校の不登校分析を行う。　・不登校未然防止の取り組みの助言をする。　・初期対応のアドバイスをする。　・専門機関へつなぐ。（スクールカウンセラー、適応指導教室、福祉事務所）
　◇研修会で自校での実践を発表する。　　・生徒指導関連研修会で実践を発表する。　・Ｑ－Ｕ担当者会議、生徒指導主事、生活指導主任研修会において、Ｑ－Ｕ検査の説明や、検査結果をもとにした取組を紹介する。　・他校校内研修会で実践発表・助言をする。　・スクールカウンセラー連絡会議で実践を発表する。
　◇生徒指導に係わる会議・研修へ出席する。　　・いじめ対策連絡協議会へ出席する。　・要対協実務者会議へ出席する。　・５歳児相談会へ出席する。　・適応指導教室スタッフ会議へ出席する。　・スクールカウンセラー連絡会議へ出席する。　・教育センターで行われる関係の深いテーマ別研修へ参加する。



（別府教育事務所） Ｎｏ，２

Ｈ２８達成指標

組織力向上計画

○目標協働達成チーム会議を市内
全ての学校に設置し、定期的に学
校評価に基づく改善策に関する協
議の場とする。
・平成２７年度設置
　３／１１校（27％）
○学校評価に基づく改善策に関す
る家庭・地域との協議の実施率
・平成28年度
小学校　１００％
　　　　１１／１１校

中学校　１００％
　　　　　4／4校

市町村名 プラン・計画等

活用内容

主幹教諭の活用計画

国
東
市

平成２８年度市町村教育委員会アクションプラン・計画等概要

１　芯の通った学校組織の充実・推進　  ※学校組織のマネジメントに専念させる。
　○ 運営委員会・プロジェクトチーム会議等の計画と運営　　○ 校内組織の効率化による､教員の子どもと向き合う時間の確保　　○ 生徒指導上の課題や緊急を要する問題への組織的対応　　○ ４点セットのＰＤＣＡサイクルの検証・改善の充実　　○ 教頭の補佐
２　他校への普及
　○教務主任等で、学校組織マネジメントについての実践発表を通して取組を広げる。
３　幼保小中の連携
　○ 幼保小中連携会議の計画と運営。　　○ 小中連携会議の計画と運営。　　○ 就学前の幼児の実態把握（武蔵東小学校）　　○ 各園との確実な情報交換の場の設定（武蔵東小学校）　  ○ 支援が必要な児童・生徒の保護者との面談計画と実施
　○ アプローチカリキュラム・スタートカリキュラムの修正・改善　　○ 武蔵西小と武蔵東小の教育課程のすりあわせや調整（武蔵東小学校）　　○中学校ブロックの連携や連絡調整
４　協育ネットワーク事業の推進
　○ 地域人材活用の教育課程への位置づけと見直し　　○ 協育コーディネーターとの連携強化　　○ 放課後「学びの教室」「学び塾」学習アドバイザーとの連携の強化
５　学力・体力の向上
　○ 研究主任・体育主任と連携した、指導重点項目の設定と取組指標の管理
６　生徒指導の組織的取組
　○ 生徒指導主任と連携した、諸問題の解決や不登校の防止

ア　学校評価の改善
　1  重点目標達成について
　　○学校評価４点セットの取組指標のＰＤＣＡサイクル回数を、１～２ヶ月に１回程度の短期にするように指導する。【新規】指導の場・校長会教務主任会等
　　○「改善点」を明確にさせ、内容に不備があれば指導する。
　　　【改善点のポイント】
　　　・焦点化、具体化、スケジュール化
　　　・「数値化」「見える化」 「担当の明確化」「担当への責任委譲」
　　　　※ 管理職の教務主任等への主体的取組の支援の強化

イ　学校運営体制の充実
　○校長会や教務主任会議等で、主任等が職員に指導する具体的事項や機会について提起する。

ウ 学校･家庭･地域の協働の推進 　-「学校は地域住民がオーナーである」の精神 -
　○目標協働達成チーム会議を市内全ての学校に設置させる。【新規】
　　※既存の「学力向上会議」「学校評議委員会」等の会議を再編させ、参加メンバーを増やしてチーム会議を設置。
　○市内全15校、保護者や地域の方々が学校で授業の様子を観る頻度を増やし、「１ヶ月に１回は学校公開日」にするように指導する。【新規】
　　・　「１ヶ月に１回は学校公開日」 6校/15校（40％）【Ｈ27年12月現在】

エ　その他
　○校長等にミドルリーダーや青年層の「くにさき教師塾」への積極的参加を促させる。（指導の場・校長会教務主任会等）

行動計画


